
様式第９号（第５条の３関係） 

入札参加資格制限の減免に係る報告書 

 

年  月    日 

 福島県入札制度等監視委員会 

 （福島県総務部入札監理課長） 

 （ファクシミリ番号 024-521-9727） 

 

                 住所 

                 氏名又は名称 

                 代表者氏名                  

                 電話番号 

                 （担当者の職名及び氏名           ） 

 

福島県建設工事等入札参加資格制限措置要綱第4条第9項の規定による入札参加資格制限

の減免を受けたいので、下記のとおり報告します。 

なお、正当な理由なく、下記の報告を行った事実を第三者に明らかにはいたしません。 

記 

１  報告する不正行為の内容 

 

(1) 当該行為の対象となった

工事名等 

 

(2) 当該行為の内容  

(3) 共同して当該行為を行っ

た他の事業者の「氏名又は

名称」及び「住所」 

 

(4) 当該行為の時期 年  月  日 

 

２ 当該行為に関与した役職員の役職名及び氏名 

 

現在の役職名 

及び所属名 

関与していた当時の役職名及び所属名 

（当該役職にあった時期） 

氏 名 

   

   

   



３ 共同して当該行為を行った他の事業者において当該行為に関与した役職員の氏名等 

事業者名 現在の役職名 

及び所属名 

関与していた当時の役職名 

及び所属名 

（当該役職にあった時期） 

氏 名 

    

    

    

    

    

 

４ 当該行為の実施状況及び共同して当該行為を行った他の事業者との接触の状況 

 

 

 

 

５ その他参考となるべき事項 

 

 

 

 

 

 

 

６ 提出資料 

次の資料を提出します。 

番号 資料の名称 資料の内容の説明（概要） 備 考 

    

    

    

    



記載上の注意事項 

 

１ 報告する不正行為の内容 

(1) 当該行為の対象となった工事名等 

当該行為の対象となった工事名、委託名などについて、その対象が分かるように具 

体的に記載すること。 

例えば、発注者（○○建設事務所など県の機関名を記載する）、競争入札の方法（条 

件付一般競争入札、総合評価方式、指名競争入札等）、工事の発注種別（土木工事、建

築工事など）等を具体的に記載すること。 

(2) 当該行為の内容 

例えば、落札予定者の選定方法（ルールの内容）、伝達方法等が分かるように具体的 

に記載すること。 

なお、当該行為に事業者団体が関与している場合には、当該団体の名称及び関与の 

内容について、具体的に記載すること。 

(3) 共同して当該行為を行った他の事業者の「氏名又は名称」及び「住所」 

当該行為に事業者団体が関与している場合には、当該団体の名称及び住所等につい 

ても具体的に記載すること。 

(4) 当該行為の時期 

当該行為に係る取決め等をした時期を記載すること。個別の取決め等が無く、基本 

的な決めのみがある場合で、当該行為を開始した時期が明確でない場合は、当該行為

を行っていたことが確実な時期であって、最も古い時期を記載し、「遅くとも」と付

記すること。 

 

２ 当該行為に関与した役職員の役職名及び氏名 

現在関与している者だけでなく、過去に関与したことのある者も可能な範囲で記載す 

ること。 

 

３ 共同して当該行為を行った他の事業者において当該行為に関与した役職員の氏名等 

(1) 当該行為に関与している者を可能な範囲で記載すること。役職名及び氏名が分から 

ない場合は、その旨を注記すること。 

(2) 事業者団体の役職員が関与している場合は、その者についても記載すること。 

 

４ 当該行為の実施状況及び共同して当該行為を行った他の事業者との接触の状況 

当該行為に係る取決めの実施状況について、具体的に記載すること。 

例えば、参加した入札について、落札予定者が決定された経過、自己が落札予定者と 

なったときの他の者への入札価格の連絡の状況、他の者が落札予定者となったときのそ

の者からの入札価格の連絡の状況などが分かるように記載すること。 

 

５ その他参考となるべき事項 

(1) 例えば、関係する事業者団体の概要等、参考となるべき事項を記載すること。 



(2) 入札談合等関与行為の排除及び防止に関する法律（平成１４年法律第１０１号）第 

２条第５項第１号から第３号に定める入札談合等関与行為に関係すると考えられる事

実（いわゆる官製談合）がある場合は、その内容についても記載すること。 

 

６ 提出資料 

(1) 当該行為に関する会合のメモ、当該行為に関する事項の記載された営業日報、当該 

行為を共同して行った他の事業者との連絡文書等、前記１から５までに記載した事項

の裏付けとなる資料を、表に記載し提出すること。 

(2) 前記１から５までに記載した事項のうちどの事項の裏付けとなる資料であるかが分 

かるように、例えば、前記２に記載した事項の裏付けとなる資料の１番目のものには

「２－①」という番号を備考欄に付す等、適宜整理すること。 

 

※ 書ききれない場合は、適宜、別紙（様式任意）に記載すること。 

  この報告書をファクシミリで送信する際は、誤送信することのないようにすること。 

  ファクシミリ送信後、報告書の正本を郵送すること。 

 

 


